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特定事業者の

主たる業種
紙衛生材料製造業

該当する事実

者要件
F 京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第1号該当事実者 (大規模エネルキー便用事業者 〔原細に決

算して1,500キロリットル以上))
京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第2号又は第3号該当事業者 (大規模運送事業者 (トラック又
はバス100台以上/タ クシー150台以上/鉄 道車両150両以上)
京都府地球温暖化対策条例施行規則第 10条 第4号該当事業者 (その他の温室効果ガスの大規模排出事
業者 (二酸化炭素に換算して3、000トン以上))

r

「

計 画 期 ぱ 平成 18 年 4 月 平成  20 年 3 月

基 本 方 針 エネルギー消費効率の改善、廃案物排出量の削減、全部Flでの環境マネジメントシステムの尋人により
2%の 温室効果ガス排出量の削減を目指す。

推 進 体 制 工場長 を責任者 とする環境管理委員会の設置 と実施計画の策定、例月の進捗管埋システムを格染す る。

年度 ことの具

体的な取組及
び措置

コ 罰 内  容

18～19 工場製造部門 5年計画でインバーター化の推進や省エネ機器、高劾客照明の導入を行い、電力使用量を削減する。

18～19 工場製造部門 製品あたりの不良客を削減し、製品原単位を改善する。

温室効果カス
の排出量等 排出区分

基準年度 く英積 '

(17)年 度
(■酸化炭素換算 (t))

日藤 年 度 (HrlB,

(19)年 度
(二酸化炭素磯算 くt))

常」阪挙

(計画)
( % )

A事 業所等排出区分 42,286 t 41,440 1 -20 %

B輸 送車両JF出区分 t t %

cそ の他排出区分 t t %

排出合計 1             42,286 t 卓2              41,440 t -20 %

その他の地球
温暖化対策に
よる温室効果
ガスの削減量
等

対策等の区分
目標年度 (計画)

〈二酸化炭来換算 (

藻林の保全及び整備 (整備面IR) (吸収重) t

府内産の木材の利用 (利用壇) n, (削減畳) t

自然エネルギーを利用した電
力又は熱の供給

〈売電畳) kwi (削減畳) t

(熱供給畳) (削減畳) t

グリーン電力の癖入 (購入重) kwh (苫」減重) t

削減量等合計 t

産 引コ:出量

〈排出合計一削減等合計〕

基準年度 (実績) 目標年度 (計画) 削減率 (計画)

キ1                42 286 t ●2)―(13)        41440 0  t -20%

特 記 事 項 1 当 工場では1995年 以降エネル千―消費効率の改善に取り組んできており、昨年度禾時点で 199b年 度を基

準として トータルで20%、 製品単位で 12%の エネルギー消費効率の改善を達成しています。
2 計 画期間において実施予定の前述以外の主な地球温暖化対策措置

(1)資 源の有効活用と古紙利用の推進   (2)従 業員環境教育の実施

連  絡  先 担 当 部 署

担 当 者 氏 名

住 所

電 話 番 号

フ ァ ク シ ミ リ 番 号

注 1該 当する□には レ印を記入してください。特定事業者以外で自主参lllされる事業者の方は、レ印のanL入は不要です。

2「 基tlt年度Jと は計画期日】の前年度を、 「日標年度Jと は創面jttFJHの最終41波とぃぃます。

3「 事業所等排出区分Jと は 京都府内の事業所等の車来活動のためのエネルギーの使用に伴い発生する温室効果ガスを、 「惚送I両 排出区分Jと

ほ旅晏聖需岩昴置挙著揖ヨ坊憂坊賀埋?今磐縁佑堺岳琶牙T督岳F皇葛吸衆捗崇孫吊濁そ塾拶ど会長所審】計糞語あ尼岸京発注写密品窒幼愛雰究
をいいます。

4「 特記事項Jに は、平成2年度 (1990年 度)を 基準としたり,出Ftの対比やエネルギー原出JttC O,切卜はR 省 エネ製品 tr発など他者の温宮効果

ガス排出削減への貢は、グリーン調達の採用、特定フロンなどの条1/1指定外の温室効果ガスの問Ⅲ減などを記入してください。


